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１. 14年 9月中間期の連結業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)連結経営成績

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 10,463 △ 3.1 1,010 △ 1.4 1,036 △ 2.8
13年 9月中間期 10,793 9.3 1,024 0.2 1,066 1.5
14年 3月期 22,960 2,302 2,385

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当
           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭
14年 9月中間期 557 △ 1.4 51.11 -
13年 9月中間期 565 19.4 51.90 -
14年 3月期 1,297 118.98 -
(注)①持分法投資損益    14年 9月中間期       -        百万円   13年 9月中間期       -        百万円   14年 3月期       -        百万円
     ②期中平均株式数（連結）　14年 9月中間期    10,903,184 株　　　13年 9月中間期    10,902,952 株　　　14年 3月期    10,903,069 株
     ③会計処理の方法の変更　　 無
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
14年 9月中間期 24,158 20,620 85.4 1,891.25
13年 9月中間期 23,538 19,679 83.6 1,804.97
14年 3月期 24,055 20,256 84.2 1,857.84
(注)期末発行済株式数（連結）　14年 9月中間期    10,903,163 株　　　13年 9月中間期    10,903,205 株　　　14年 3月期    10,903,205 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高

百万円 百万円 百万円 百万円
14年 9月中間期 1,311 722 △ 147 6,990
13年 9月中間期 2,468 △ 999 △ 141 3,849
14年 3月期 2,549 320 △ 288 5,103

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  5　社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　   -  　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）   -  　社  （除外）   -  　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　   -  　社

２. 15年 3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円
通　　期 23,540 2,400 1,340

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   116 円 90 銭 
※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々な要因によっ
て予想数値と異なる結果となる可能性があります。
　　なお、「１株当たり予想当期純利益（通期）」につきましては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）を適用し
計算しております。また、従来の方法で計算した場合の「１株当たり予想当期純利益（通期）」は１２２円９０銭となります。
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企 業 集 団 の 状 況          

　当社は、可動間仕切、固定間仕切、移動間仕切、トイレブース、ロー間仕切等の製造及び販売を主要

な事業とする会社で、当社を中核として周辺に以下の子会社を擁して、企業集団としての事業を展開し

ております。

　当グループの事業に係る位置づけは次の通りであります。

位 置 づ け       
会　社　名

販　売 施　工 その他
小松ウオール長野販売株式会社 〇 〇
小松ウォール北海道販売株式会社 〇 〇
小松ウオールサービス株式会社 〇
小 松 プ ロ テ ク タ ー 株 式 会 社 〇

連

結

子

会

社 小松ウォールシステム開発株式会社 〇

事業の系統図は次のとおりであります。

客　　　　　　　先

子会社 子会社
施 工

　小松ウオールサービス株式会社 小松ウオール
長野販売株式会社

当 社 小松ウォール
販 売

北海道販売株式会社

製 造
部品 コンピュータシステム開発

子会社 子会社

小松プロテクター株式会社 小松ウォールシステム開発株式会社
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経 営 方 針

（１）会社の経営の基本方針

当社は、間仕切の専門メーカーとして、ビルの高層化・建物の工期短縮という建設業界の要請に即して、

受注から設計、製造、施工、サービスまでの自社一貫システムをもって、様々な新製品を社会に送り出

し高い評価を得てまいりました。今後においても当社の専門分野である間仕切関連製品を中心に、新製

品の開発、サービスの向上を通じて、着実な業容の拡大と安定した収益を継続して上げることにより、

株主・取引先・社員との共存共栄を図って社会への一層の貢献を行うことを経営指針として活動してま

いります。

（２）会社の利益配分に関する基本方針

利益配分に関する基本的な考え方は、収益状況に対応した上で、株主還元の充実を図り、配当性向

３０％の達成を目標とするとともに、その一方で企業体質の強化、および業容の拡大に備えて内部留保を

充実することも目標としております。この内部留保につきましては、業界内部における競争激化に対処し、

コスト競争力を高めるための設備投資等の資金需要に備えるためであり、将来的には収益の向上を通じて

株主の皆様に還元できるものと考えております。

配当金については、この方針のもと平成１５年３月期では、３期連続増配を見込んでおります。

また、株主優待制度を設け、３月末現在の１単元以上の株主様に対して当社オリジナルデザイン図書

カードを贈呈する制度を実施しております。

（３）目標とする経営指標

当社が目標としている経営指標は、売上高経常利益率１０％以上および総資本経常利益率１０％以上

であります。これらは事業効率向上と株主価値の最大化を図るための資本効率の向上を目指したものであ

り、継続的に達成できる体質を目指しております。具体的には、徹底した合理化、原価低減、効率の高い

設備投資等により一人当たりの生産性を高めるとともに、創業時より採用している小分割独立採算制度に

より、従業員一人ひとりが常に利益を意識した活動をしてまいりました。また、利益増とともに総資本の

圧縮を目指し、借入金返済、支払手形廃止、原材料、製品在庫等棚卸資産の圧縮等を実施してまいりま

した。

今後も目標達成に向けて諸施策を実施し、業績およびび株主価値の向上を図ってまいりたいと存じ

ます。

（４）会社の対処すべき課題と中長期的な会社の経営戦略

今後の間仕切業界は、平成１５年にピークを迎える首都圏のオフィスビル新築のビッグプロジェクト、

愛知万博等、若干の明るさも見えますが、依然として続く建設業界の不良債権問題と信用不安、工場の

海外移転や閉鎖、統合等による民間設備投資の縮小傾向、公共投資の減少等が重なり、なお一層受注

競争、価格競争が激しくなるものと考えられます。このような状況下においては、市場占有率のアップ

と厳しい価格競争に耐えられるコスト競争力が不可欠であり、当社は、着実な業容拡大と安定した収益

確保を継続するために、以下の中期経営計画を策定、実施してまいります。

①営業力増強と販売網拡充を図るため、首都圏営業力強化と東海、東北地区に営業拠点を新設します。

東海地区については、岐阜市に新拠点の設置を決定、来年４月の営業開始に向けて準備中でありま

す。また、販売子会社の自社拠点化と、エンドユーザーに直結した販売体制を構築してまいります。
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②生産体制の充実を図り、生産性向上および協力工場を含めた生産ネットワークを強化してまいりま

す。

③自社施工体制の拡充を目指し、本年４月より施工子会社の小松ウオールサービス㈱を東北地区

（仙台）に進出させており、東北地区における施工品質の均一化とコストダウンを図っております。

④今後も継続する高齢化社会に対応した製品、環境にやさしい製品を戦略製品と位置付け、新製品

開発に積極的に取組んでまいります。

（５）会社の経営管理組織の整備等に関する施策

当社は、コーポレート・ガバナンスの基本原則の一つは情報開示であると認識しております。そのた

め早期の決算発表および株主、投資家の皆様に対してはＩＲ活動を積極的に進めることとし、年２回の

決算説明会を開催するとともに当社ホームページにＩＲのページを開設し、積極的な情報発信に努めて

おります。なお、本年、平成１５年３月期から、より迅速な情報開示を目指し四半期決算の開示を実施

しております。

また、開かれた参加しやすい株主総会の運営を目指し、集中日を避けて株主総会を開催しており、株

主総会終了後には引続き懇談会を設けて当社会社案内ビデオの上映、プロジェクターを用いての決算説

明等を実施し、株主の皆様との情報交換に努めております。

今後についてもホームページおよび事業報告書の充実等を図り、株主、投資家の皆様への企業活動の

情報開示を拡充させてまいります。

経 営 成 績 及 び 財 政 状 態

（１）経営成績

①当中間連結期の概況

当中間連結期の国内経済は、デフレ不況継続のなか、政府の９月月例経済報告では「景気は、一部に

持ち直しの動きが見られるものの、環境は厳しさを増している」と表現されましたが、大幅な株価下落

や企業倒産の増加から雇用環境は一段と厳しさを増し、加えて経済の先行き不透明感も強まっており、

予断を許さない状況であると考えられます。

間仕切業界におきましても、ゼネコン等の相次ぐ破綻と過剰債務問題、販売価格競争の激化に加え、

オフィス需要も振わず、厳しい経営環境が続きました。

このような情勢のなかで、当社は積極的なコスト削減に加え、設計指定活動を営業活動の中心に据え

るとともに、新規優良顧客の開拓を積極的に推進し、受注獲得に取組んでまいりました。

コスト削減については、原材料から各種部品、製品の輸送コストにいたるまで、ＶＥ活動により２億

円を超える削減となりました。また、営業拠点においては、受注活動から工事完了までのプロセスのデ

ータを一元管理するシステムの導入により、リアルタイムで工事毎の受注状況、工事進捗状況の把握が

可能になるとともに予実管理が徹底され、利益率も改善されました。
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新製品としては、昨年発売開始した環境対応製品「エコブース」、「ＥＯＰ」に続き、トイレブース製

品である「ＴＢ－ＡＤ」タイプも本年９月に「石川県リサイクル認定製品」の認定を受け、今後公共物

件への納入に弾みがつくものと期待されます。また、オフィス用のガラス間仕切「ＧＷＡＬＬ」、新型

ローパーティション「ＢＯＳ」も徐々に受注先が増加しており、今後さらに需要が増加するものと考え

ております。

これらの結果、当中間連結期は従来、福祉・厚生施設向けが中心であった軽量ドアの納入範囲が、学

校・体育施設向け、文化･宿泊施設向け等にまで拡大したことにより固定間仕切が伸びたため、環境が厳

しいなか売上高は１０４億６３百万円（前年同期比３．１％減）と、若干の減収に留めることができま

した。利益面については、販売価格競争が激しいなか、各種コスト削減と販売費及び一般管理費も前年

中間期並みに抑えることができたことにより、連結売上総利益率、連結営業利益率は前年同期比改善し、

連結経常利益は１０億３６百万円（前年同期比２．８％減）、投資有価証券、ゴルフ会員権等の評価損も

３０百万円と前年同期比半減したため、連結中間純利益は５億５７百万円（前年同期比１．４％減）と

ほぼ前年同期並みの利益を計上することができました。また、受注残高も１０２億５７百万円と、創業

以来の受注残高を計上した前中間連結期末残高水準を維持することができ、前年同期比０．４％増とな

りました。

②品目別の状況

当社主力品目の可動間仕切は、福祉・厚生施設向けには健闘しましたが、オフィスビル需要の伸びの

鈍化と工場・生産施設向けが振わず、前年同期比１５．７％減少しました。移動間仕切は、多目的教室

等の学校を始めとする文教施設向け、美術館等の展示場向けに小型の移動間仕切が増加して前年同期比

９．６％の増加となりました。また、固定間仕切については、病院、老人介護施設等の福祉・厚生施設

向けの増加に加え、バリアフリー社会の進展につれ、学校・体育施設向け、文化･宿泊施設向け等にまで

納入施設が拡大したことと、首都圏オフィスビル新築のビッグプロジェクトを中心に納入されている壁

面化粧パネルが大きく伸びていることから、前年同期比１８．８％増加となりました。この固定間仕切

は、今後益々加速する高齢化社会、バリアフリー社会を背景として需要はさらに伸びることが予想され

ます。一方トイレブースはオフィス需要、工場・生産施設向けが振わず、前年同期比７．８％減少、ロ

ー間仕切は前年同期比１７．８％減少しました。

③配当金の状況

配当金につきましては、経営方針により配当性向３０％の達成を目標としておりますが、当中間期の

配当については、１０月２３日開催の取締役会におきまして、前中間期配当金の１株当たり１３円５０

銭より５０銭増配の１株当たり１４円００銭と決めさせていただきました。これにより当中間期の配当

性向は、前中間期の２５．８％から１．６ポイント向上し２７．４％となります。

④通期の見通し

通期の国内経済につきましては、産業の空洞化、雇用不安、デフレ等の悪化要因は、短期的に解消す

るとは考えられず、株価の急落、不良債権処理の遅れ等も重なり、先行きは非常に不透明で厳しい状況

が続くものと思われます。
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間仕切業界におきましては、首都圏におけるオフィスビル新築のビッグプロジェクト等、一部明るさ

も見えますが、公共投資、民間設備投資の縮小に加え、ゼネコン等の過剰債務問題や販売価格競争の激

化から、今後も厳しい状況が続くものと思われます。

このような状況下において当社は、市場占有率アップと業績向上を目指し、平成１５年４月開設予定

で岐阜市に営業拠点の新設を決定し、現在開設準備を進めております。また、首都圏のビッグプロジェ

クト終了後のテナント工事受注等、「設計指定活動」による受注活動と「優良取引先の新規開拓」を強力

に推進しながら、新製品の開発による他社との差別化と永年培った間仕切のノウハウを提供し、受注に

結びつけるとともに、受注から設計、製造、施工、サービスまでの自社一貫システムを最大限に活用し、

あらゆる視点からコストダウンを図ることにより、一層の業績の向上に邁進する所存であります。

当中間連結期は前年同期比減収減益となりましたが、通期では大型移動壁納入予定の新潟国際コンベ

ンションセンター、札幌コンベンションセンター等、９６年納入の東京ビッグサイト以来となる超大型

工事や首都圏のビッグプロジェクト工事を含めた大型物件の完成予定が、下半期に集中しているため増

収増益を見込み、連結売上高は前期比２．５％増の２３５億４０百万円、連結経常利益は前期比０．６％

増の２４億円、連結当期純利益は、前期比３．３％増の１３億４０百万円を見込んでおります。

（２）財政状態

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は６９億９０百万円とな

り、前連結会計年度末より１８億８７百万円増加いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそれら

の要因は次のとおりであります。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動により増加した資金は１３億１１百万円となりました。これは主に、税金等調整前中間純利

益１０億３百万円、減価償却費１億５５百万円、売上債権の減少額１２億３４百万円等による増加と、

棚卸資産の増加額１億９９百万円、仕入債務の減少額９０百万円、未払金の減少額６７百万円、前受金

の減少額７２百万円、法人税等の支払額５億４３百万円等による減少であります。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動により増加した資金は７億２２百万円となりました。これは主に、定期預金の払戻による収

入８億４０百万円の増加と、有形固定資産および無形固定資産の取得による支出１億２１百万円等によ

る減少であります。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動により減少した資金は１億４７百万円となりました。これは主に、配当金の支払額１億４６

百万円の支出による減少であります。



－７－

比 較 中 間 連 結 貸 借 対 照 表

（百万円未満切捨）

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末
前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

（平成14年 9月 30日現在）（平成13年9月 30日現在）(平成 14年 3月 31日現在）

期　別

科　目 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

（ 資 産 の 部 ） ％ ％ ％

Ⅰ　流　動　資　産

１．現 金 及 び 預 金 ６，９９０ ６，１７９ ５，９３３

２．受 取 手 形 及 び 売 掛 金 ５，９０６ ６，３６２ ７，１８５

３．棚 卸 資 産 ２，７１９ ３，０５２ ２，５１９

４．そ の 他 ３０３ ２３８ ２６６

貸 倒 引 当 金 △ ５８ △ ３９ △ ７０

流 動 資 産 合 計 １５，８６１ ６５．７ １５，７９３ ６７．１ １５，８３５ ６５．８

Ⅱ　固　定　資　産

１．有 形 固 定 資 産

（１）建物及び構築物 ３，８１７ ３，８０６ ３，８１１

（２）機械装置及び運搬具 １，９９３ ２，０４５ １，９６４

（３）土 地 ２，４３０ ２，４３０ ２，４３０

（４）そ の 他 ７１５ ６６０ ７１４

減価償却累計額 △ ４，４５２ △ ４，３３６ △ ４，３７３

有形固定資産合計 ４，５０４ １８．６ ４，６０６ １９．６ ４，５４８ １８．９

２．無 形 固 定 資 産 ２６８ １．１ ２０９ ０．９ ２５４ １．１

３．投資その他の資産

（１）投 資 有 価 証 券 ５６８ ５５２ ５５８

（２）保 険 積 立 金 ２，４１５ １，８６７ ２，３１８

（３）そ の 他 ９０３ ７２８ ８６１

貸 倒 引 当 金 △ ３６５ △ ２１８ △ ３１９

投資その他の資産合計 ３，５２３ １４．６ ２，９２９ １２．４ ３，４１８ １４．２

固定資産合計 ８，２９６ ３４．３ ７，７４５ ３２．９ ８，２２０ ３４．２

資 産 合 計 ２４，１５８ １００．０ ２３，５３８ １００．０ ２４，０５５ １００．０



－８－

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末
前 連 結 会 計 年 度 の
要約連結貸借対照表

（平成14年 9月 30日現在）（平成13年9月 30日現在）(平成 14 年 3月 31日現在）

期　別

科　目 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

（負債の部） ％

Ⅰ　流　動　負　債

　１．買 掛 金 １，１５３ ９７９ １，２４４

　２．未 払 金 ４２４ ４４６ ４８６

　３．未 払 法 人 税 等 ４９７ ４８１ ５２８

　４．前 受 金 ７０６ １，２２５ ７７９

　５．賞 与 引 当 金 ３８５ ３７１ ３５８

　６．そ の 他 ９６ １２４ １７４

流 動 負 債 合 計 ３，２６４ １３．５ ３，６２９ １５．４ ３，５７１ １４．９

Ⅱ　固　定　負　債

　１．退職給付引当金 ２６５ ２０８ ２２０

　２．連 結 調 整 勘 定 － １２ －

　３．そ の 他 ７ ８ ７

固 定 負 債 合 計 ２７３ １．１ ２２９ １．０ ２２７ ０．９

負 債 合 計 ３，５３７ １４．６ ３，８５８ １６．４ ３，７９９ １５．８

（資本の部）

Ⅰ 資 　 本 　 金 － － ３，０９９ １３．２ ３，０９９ １２．９

Ⅱ 資 本 準 備 金 － － ３，０３１ １２．９ ３，０３１ １２．６

Ⅲ 連 結 剰 余 金 － － １３，５２６ ５７．４ １４，１１０ ５８．６

Ⅳ その他有価証券評価差額金 － － ２２ ０．１ １４ ０．１

Ⅴ 自 己 株 式 － － △ ０ △ ０．０ △ ０ △ ０．０

資 本 合 計 － － １９，６７９ ８３．６ ２０，２５６ ８４．２

Ⅰ 資 　 本 　 金 ３，０９９ １２．８ － － － －

Ⅱ 資 本 剰 余 金 ３，０３１ １２．６ － － － －

Ⅲ 利 益 剰 余 金 １４，４５４ ５９．８ － － － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ３４ ０．２ － － － －

Ⅴ 自 己 株 式 △ ０ △ ０．０ － － －

資 本 合 計 ２０，６２０ ８５．４ － － － －

負債及び資本合計 ２４，１５８ １００．０ ２３，５３８ １００．０ ２４，０５５ １００．０



－９－

比 較 中 間 連 結 損 益 計 算 書

（百万円未満切捨）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間
前 連 結 会 計 年 度 の
要約連結損益計算書

自平成 14 年 4 月 1 日

至平成 14 年 9 月 30 日

自平成 13 年 4 月 1 日

至平成 13 年 9 月 30 日

自平成 13 年 4 月 1 日

至平成 14 年 3 月 31 日

期　　別

科　　目
金　額 百分比 金　額 百分比 金　額 百分比

％ ％

Ⅰ 売 上 高 １０，４６３ １００．０ １０，７９３ １００．０ ２２，９６０ １００．０

Ⅱ 売 上 原 価 ６，８８１ ６５．８ ７，１８２ ６６．５ １５，３９８ ６７．１

売 上 総 利 益 ３，５８２ ３４．２ ３，６１０ ３３．５ ７，５６２ ３２．９

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ２，５７１ ２４．５ ２，５８６ ２４．０ ５，２５９ ２２．９

営 業 利 益 １，０１０ ９．７ １，０２４ ９．５ ２，３０２ １０．０

Ⅳ 営 業 外 収 益 ２８ ０．２ ４５ ０．４ ８９ ０．４

１． 受 取 利 息 ３ ４ ６

２． 受 取 配 当 金 ２ ３ ５

３． 受 取 保 険 金 ２ ２ ４

４． 連結調整勘定償却額 － １２ ２５

５． そ の 他 ２０ ２２ ４６

Ⅴ 営 業 外 費 用 ２ ０．０ ３ ０．０ ６ ０．０

１． 投 資 事 業 組 合 出 資 損 失 － ０ －

２． 売 上 割 引 ２ ２ ６

３． そ の 他 ０ － －

経 常 利 益 １，０３６ ９．９ １，０６６ ９．９ ２，３８５ １０．４

Ⅵ 特 別 利 益 ０ ０．０ ０ ０．０ ０ ０．０

Ⅶ 特 別 損 失 ３２ ０．３ ６６ ０．６ ８０ ０．４

１． 固定資産除却損 ２ ３ １１

２． 投資有価証券売却損 － １ １

３． 投資有価証券評価損 ２７ ４８ ４５

４． ゴルフ会員権評価損 ３ １２ ２１

５． そ の 他 － ０ ０

税 金 等 調 整 前 中 間（ 当 期 ） 純 利 益 １，００３ ９．６ ９９９ ９．３ ２，３０４ １０．０

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 ５１２ ４．９ ４７２ ４．４ １，０７４ ４．７

法 人 税 等 調 整 額 △ ６６ △ ０．６ △ ３８ △ ０．３ △ ６６ △ ０．３

中間(当期)純利益 ５５７ ５．３ ５６５ ５．２ １，２９７ ５．６



－１０－

比較中間連結剰余金計算書              

（百万円未満切捨）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度

自平成 14 年 4 月 1 日

至平成 14 年 9 月 30 日

自平成 13 年 4 月 1 日

至平成 13 年 9 月 30 日

自平成 13 年 4月 1 日

至平成 14 年 3月 31 日

期　別

科　目
金 額 金 額 金 額

Ⅰ 連結剰余金期首残高 － １３，１６２ １３，１６２

Ⅱ 連結剰余金減少高

１．配 当 金 － １４１ ２８８

２．役 員 賞 与 － － ６０ ２０２ ６０ ３４９

（うち監査役賞与） （　－） （　２） （　２）

Ⅲ 中 間（ 当 期 ） 純 利 益 － ５６５ １，２９７

Ⅳ
連 結 剰 余 金
中 間 期 末( 期 末 )残 高

－ １３，５２６ １４，１１０

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高

資本準備金期首残高 ３，０３１ ３，０３１ － －

Ⅱ
資 本 剰 余 金 中 間
期 末 （ 期 末 ） 残 高

３，０３１ － －

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高

連結剰余金期首残高 １４，１１０ １４，１１０ － － － －

Ⅱ 利益剰余金増加高

中間（当期）純利益 ５５７ ５５７ － － － －

Ⅲ 利益剰余金減少高

１．配 当 金 １４７ － －

２．役 員 賞 与 ６５ ２１２ － － － －

（うち監査役賞与） （　２） （　－） （　－）

Ⅳ
利 益 剰 余 金 中 間
期 末 （ 期 末 ） 残 高

１４，４５４ － －



－１１－

比較連結キャッシュ・フロー計算書

（百万円未満切捨）
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度期    別

項    目
自平成 14 年 4 月 1 日
至平成 14 年 9 月 30 日

自平成 13 年 4 月 1 日
至平成 13 年 9 月 30 日

自平成 13 年 4 月 1 日
至平成 14 年 3 月 31日

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間（当期）純利益 １，００３ ９９９ ２，３０４

減価償却費 １５５ １３９ ２９３

貸倒引当金の増減額（△減少） ３３ ６６ １９８

受取利息及び受取配当金 △ ６ △ ７ △ １２

連結調整勘定償却額 － △ １２ △ ２５

投資有価証券評価損 ２７ ４８ ４５

ゴルフ会員権評価損 ３ １２ ２１

売上債権の増減額（△増加） １，２３４ ２，１１９ １，１９０

棚卸資産の増減額（△増加） △ １９９ △ １６ ５１５

仕入債務の増減額（△減少） △ ９０ △ ６１０ △ ３４６

未払金の増減額（△減少） △ ６７ △ ９７ △ ４２

前受金の増減額（△減少） △ ７２ ３７６ △ ６９

退職給付引当金の増減額（△減少） ４５ １５ ２７

役員賞与の支払額 △ ６５ △ ６０ △ ６０

その他（純額） △ １５４ ７４ △ ３６１

小  計 １，８４７ ３，０４８ ３，６７７

利息及び配当金の受取額 ７ ８ １３

法人税等の支払額 △ ５４３ △ ５８８ △ １，１４１

営業活動によるキャッシュ・フロー １，３１１ ２，４６８ ２，５４９

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △ １，８７３ △ １，８７６

定期預金の払戻による収入 ８４０ １，０７０ ２，５７０

有形固定資産の取得による支出 △ ７１ △ １５９ △ ２５４

無形固定資産の取得による支出 △ ５０ △ ４２ △ １１１

投資有価証券の取得による支出 △ ０ △ ７ △ ２３

投資有価証券の売却による収入 ０ １６ １６

その他（純額） ４ △ ４ △ １

投資活動によるキャッシュ・フロー ７２２ △ ９９９ ３２０

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得又は売却(純額) △ ０ ０ ０

配当金の支払額 △ １４６ △ １４１ △ ２８８

財務活動によるキャッシュ・フロー △ １４７ △ １４１ △ ２８８

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 － － －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 １，８８７ １，３２７ ２，５８１

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ５，１０３ ２，５２１ ２，５２１

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ６，９９０ ３，８４９ ５，１０３



－１２－

中間連結財務諸表作成の基本となる事項

１．連結の範囲に関する事項
次に示す子会社全社を連結の範囲に含めております。
小松ウオール長野販売株式会社、小松ウォール北海道販売株式会社、小松ウオールサービス株式
会社、小松プロテクター株式会社、小松ウォールシステム開発株式会社

２．持分法の適用に関する事項
非連結子会社及び関連会社はありません。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項
連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と同一であります。

４．会計処理基準に関する事項
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

　①有価証券
その他有価証券

時価のあるもの ・・・ 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法
により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの ・・・ 移動平均法による原価法
②棚卸資産

製品及び仕掛品   ・・・ 個別法による原価法
原　材　料　　　 ・・・ 移動平均法による原価法
貯　蔵　品　　　 ・・・ 最終仕入原価法

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産・・・ 定率法

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）につい
ては定額法
主な耐用年数は以下のとおり
　建物及び構築物　７～５０年

機械装置及び運搬具　４～１４年
無形固定資産・・・ 利用可能期間（５年）に基づく定額法

（ソフトウェア）
（３）重要な引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金       ・・・売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金       ・・・従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計
上しております。

退職給付引当金・・・従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生してい
ると認められる額を計上しております。数理計算上の差異は、その発生時の
従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按
分した額をそれぞれの発生の翌連結会計年度から会計処理しております。

（４）重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
（５）その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３
ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

［追加情報］
（自己株式及び法定準備金取崩等会計）

当中間連結会計期間から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を
適用しております。これによる当中間連結会計期間の損益に与える影響は軽微であります。

なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の資本の
部及び中間連結剰余金計算書については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。

［注記事項］
（中間連結貸借対照表関係）

 中間連結会計期間末日満期手形

 中間連結会計期間末日（連結会計年度末日）満期手形の会計処理については、満期日をもって決済処

理しております。中間連結会計期間末日（連結会計年度末日）満期手形は、以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　               当中間連結会計期間末   前中間連結会計期間末   前連結会計年度末
       百万円      　　  百万円   　　   百万円

－ ２８３ ２５１

 
（中間連結損益計算書関係）               当中間連結会計期間   前中間連結会計期間   　前連結会計年度

       百万円      　　  百万円   　　   百万円
１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

荷 造 運 搬 費 ２６９ ２９６ ６０１
給 与 ・ 賞 与 手 当 ８８９ ８５９ １，９３０
賞 与 引 当 金 繰 入 額 １９７ １９０ １８４
退 職 給 付 費 用 ７６ ５４ １１１
役 員 報 酬 ８９ ８９ １７９
減 価 償 却 費 ６４ ６６ １３６
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ３６ ７６ ２２４

２．固定資産売却益の内訳
その他（工具器具及び備品） － ０ ０

３．固定資産売却損の内訳
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 － － ０
無 形 固 定 資 産 － ０ ０

４．固定資産除却損の内訳
建 物 及 び 構 築 物 ０ ２ ３
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 ０ － ８
その他（工具器具及び備品） １ ０ ０

計 ２ ３ １１
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に掲記されて
いる科目の金額との関係

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末
百万円 百万円 百万円

現金及び預金勘定 ６，９９０ ６，１７９ ５，９３３
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － △ ２，３３０ △ ８３０
現金及び現金同等物 ６，９９０ ３，８４９ ５，１０３

（リース取引関係）
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

 （百万円未満切捨）

 機 械 装 置  そ　の　他
 期　　別

 資　産

 種　類  及び運搬具  （工具器具備品）
 計

  取 得 価 額 相 当 額           ４０６  ７７  ４８３

 当中間連結会計期間  減価償却累計額相当額  １９５  ４５  ２４１

  中間期末残高相当額  ２１０  ３１  ２４２

  取 得 価 額 相 当 額           ４１８  １８６  ６０４

 前中間連結会計期間  減価償却累計額相当額  １５４  １３４  ２８８

  中間期末残高相当額  ２６４  ５２  ３１６

  取 得 価 額 相 当 額           ４０６  １９３  ６００

 前 連 結 会 計 年 度  減価償却累計額相当額  １６５  １４３  ３０８

  期 末 残 高 相 当 額  ２４１  ５０  ２９１

 　

 当中間連結会計期間　　 前中間連結会計期間　　　前連結会計年度
２．未経過リース料中間期末（期末）残高相当額
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　百万円　　　　　　　百万円　　　　 　百万円

 １ 年 以 内          　　　　　　　　　７３　　　　　　　　９９　　　　　　８８

 １  年  超          　　　　　　　　１７８　　　　　　　２２８　　　　　２１４

 合　　　　　　　計 　　　　　　　　２５２　　　　　　　３２７　　　　　３０２

 
３． 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支 払 リ ー ス 料          　　　　　　　　　５５　　　　　　　　６０　　　　  １１９
減価償却費相当額          　　　　　　　　　４９　　　　　　　　５４　　　　　１０７
支 払 利 息 相 当 額          　　　　　　　　　　５　　　　　　　　　６　　　　　　１１

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
減価償却費相当額　・・・　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって

おります。
利 息 相 当 額        　・・・　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法については、利息法によっております。
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（有価証券関係）
１．その他有価証券で時価のあるもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円未満切捨）

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前 連 結 会 計 年 度 末

（平成１4 年９月３０日現在） （平成１3 年９月３０日現在） （平成１4 年３月３１日現在）
中 間 連 結 貸 借 中 間 連 結 貸 借 連 結 貸 借 対

期　別

種　類 取得原価
対 照 表 計 上 額

差 額 取得原価
対 照 表 計 上 額

差 額 取得原価
照 表 計 上 額

差 額

株　　式 ２９８ ３５７ ５９ ３１５ ３５４ ３９ ２９７ ３４１ ４３

債　　券 １０ １０ ０ １０ １１ １ １０ １１ ０

そ の 他    ２６ ２５ △ １ ２８ ２６ △ １ ４９ ２９ △ １９

計 ３３４ ３９３ ５８ ３５４ ３９２ ３８ ３５７ ３８２ ２５

（注）有価証券について、２７百万円（その他有価証券で時価のある株式４百万円、その他（株式投
資信託）２３百万円）の減損処理を行っております。
なお、当該有価証券の減損にあたっては、当中間連結会計期間末における時価が取得原価に比

べて３０％以上下落した場合には「著しく下落した」ものとし、５０％以上下落したものについ
ては減損処理を行っております。また、３０％以上５０％未満下落したものについては、時価の
推移及び発行会社の財政状態等を勘案して回復可能性を判断し、回復する見込みがあると認めら
れる場合を除き減損処理を行っております。

２．時価のない主な有価証券の内訳
　　　　　　　　　　　　　　　当中間連結会計期間末　　前中間連結会計期間末　　前連結会計年度末
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　百万円　　　　　　　　　百万円　　　　　　　百万円

その他有価証券
　中期国債ファンド １０ １０ １０
　非上場株式
　（店頭売買株式を除く）

１６５ １４９ １６５

（デリバティブ取引関係）
当企業集団において、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

（セグメント情報）
１．事業の種類別セグメント情報

該当事項はありません。

２．所在地別セグメント情報
該当事項はありません。

３．海外売上高
該当事項はありません。
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品 目 別 売 上 高 明 細 書             

（百万円未満切捨）
当中間連結会計期間           

自平成１４年４月　１日
至平成１４年９月３０日

　　　期　別

 　品　目 金　　額 前 年 同 期 比

百万円 ％

可 動 間 仕 切 ３，６２０ ８４．３

固 定 間 仕 切 ２，４７１ １１８．８

移 動 間 仕 切 １，６１７ １０９．６

ト イ レ ブ ー ス １，４７３ ９２．２

ロ ー 間 仕 切 ５９７ ８２．２

そ の 他 ６８３ １１０．９

合 計 １０，４６３ ９６．９

（注）前期まで、「その他」の品目に含めて表示しておりました壁面化粧パネルは、売上高
が大きくなったため、当期より「固定間仕切」に含めて表示することとしました。

なお、変更前の品目区分により品目別売上高実績を示すと次のとおりであります。

（百万円未満切捨）
当中間連結会計期間

自平成１４年４月　１日
至平成１４年９月３０日

　　　　　　　　
期　別

 品　目 金　　額 前 年 同 期 比
百万円 ％

可 動 間 仕 切 ３，６２０ ８４．３

固 定 間 仕 切 ２，０３２ １１０．６

移 動 間 仕 切 １，６１７ １０９．６

ト イ レ ブ ー ス １，４７３ ９２．２

ロ ー 間 仕 切 ５９７ ８２．２

そ の 他 １，１２２ １３０．８

合 計 １０，４６３ ９６．９
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品目別受注高および受注残高               

（百万円未満切捨）

当中間連結会計期間           

自平成１４年４月　１日
至平成１４年９月３０日

受注高 受注残高

　　　期　別

 　品　目
金　　額 前年同期比 金　　額 前年同期比

百万円 ％ 百万円 ％

可 動 間 仕 切 ３，６８８ ８３．０ ２，１４９ ８０．６

固 定 間 仕 切 ３，１９４ １１５．９ ３，８７８ １１９．４

移 動 間 仕 切 １，７５１ ９４．１ ２，３４６ ９９．３

ト イ レ ブ ー ス １，７９２ ９３．３ １，４００ ９９．０

ロ ー 間 仕 切 ５９５ ８４．０ １２０ １０３．８

そ の 他 ６４６ ８４．３ ３６２ ８８．７

合　　　計 １１，６６９ ９３．６ １０，２５７ １００．４

（注）前期まで、「その他」の品目に含めて表示しておりました壁面化粧パネルは、売上高が大き
くなったため、当期より「固定間仕切」に含めて表示することとしました。
なお、変更前の品目区分により品目別受注高および受注残高を示すと次のとおりであります。

（百万円未満切捨）
当中間連結会計期間           

自平成１４年４月　１日
至平成１４年９月３０日

受注高 受注残高

　　　期　別

 　品　目
金　　額 前年同期比 金　　額 前年同期比

百万円 ％ 百万円 ％

可 動 間 仕 切 ３，６８８ ８３．０ ２，１４９ ８０．６

固 定 間 仕 切 ３，０１３ １２７．３ ３，４６６ １４１．４

移 動 間 仕 切 １，７５１ ９４．１ ２，３４６ ９９．３

ト イ レ ブ ー ス １，７９２ ９３．３ １，４００ ９９．０

ロ ー 間 仕 切 ５９５ ８４．０ １２０ １０３．８

そ の 他 ８２７ ７１．６ ７７４ ６４．３

合　　　計 １１，６６９ ９３．６ １０，２５７ １００．４


